
２．事業費
（１）歳出

（２）歳入

３．成果指標

           施策評価シート 年度

１．基本情報
ま ち づ く り 目 標 安心して暮らせる、強くしなやかなまち

施 策 安全で安心なまちづくり
基 本 施 策 安心して暮らせるまちづくりの推進

取り組み事項　 交通ルールの普及・啓発を推進する

め ざ す 暮 ら し の 姿

基 本 方 針

施 策 の 方 針

単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
正規職員数 0.35 0.3 0.4 0.4 0.35 0.35
会計年度任用職員数 0.32 0.6 0.6 0.6 0.55 0.55
人件費計 2,825,921 3,173,765 3,494,051 3,947,552 3,709,720 3,709,720

事業費計 5,275,789 5,474,705 6,552,429 5,490,764 5,755,000 5,755,000

フルコスト 8,101,710 8,648,470 10,046,480 9,438,316 9,464,720 9,464,720

単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
国庫支出金 0
県支出金 0
市債 0
その他 0 6,000 6,000 6,000 4,000 4,000

一般財源１ 8,101,710 8,642,470 10,040,480 9,432,316 9,460,720 9,460,720

一般財源２ 5,275,789 5,468,705 6,546,429 5,484,764 5,751,000 5,751,000

（１）成果指標

指標名 交通事故発生件数
単位 回

指標数値のめざす方向 減少
年度 R3 R4 R5 R6 R7 R8

単年度目標値 100 60 50 50 50
単年度実績値 60 50 72 81
単年度達成率

（２）施策成果指標の結果に対する所見

成果指標 交通事故発生件数
前年度との比較

6

主 管 部 局 企画総務部　危機管理課 関 連 部 局

安心して暮らせるまちづくりの推進

市民一人ひとりの交通安全意識を高めるため、関係機関などと連携し啓発活動を推進し、事故のない安全なまちを目指
します。

市民一人ひとりが、正しい交通マナーを身につけるよう、交通安全運動や広報・啓発活動を推進し、交通安全意識の普
及と徹底を図ります。
また、地域や関係機関と連携し、児童・生徒の登下校などにおける交通安全の確保に努めます。

特
定
財
源

所見

コロナ禍は減少傾向であったが、外出機会の増加の影響もあり増加している。引き続き啓発を実施す
る。



                 事務事業評価シート 年度

１．基本情報
事業番号 020101010001 事務事業名 交通安全推進啓発事業

まちづくり目標 安心して暮らせる、強くしなやかなまち 施策 安全で安心なまちづくり
基本施策 安心して暮らせるまちづくりの推進 取り組み事項 交通ルールの普及・啓発を推進する

部名 企画総務部 課名 危機管理課
事業の開始 終了年度 なし

事務事業類型 ソフト事業

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
正規職員数 0.2 0.15 0.25 0.25 0.25 0.25
会計年度任用職員数 0.2 0.4 0.3 0.3 0.4 0.4
人件費計 1,638,954 1,733,351 2,071,421 2,323,970 2,665,154 2,665,154

事業費計 5,005,789 5,204,005 6,282,429 5,220,764 5,481,000 5,481,000

フルコスト 6,644,743 6,937,356 8,353,850 7,544,734 8,146,154 8,146,154

（２）歳入 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
国庫支出金 0 0 0 0 0 0
県支出金 0 0 0 0 0 0
市債 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0

フルコスト－特定財源 6,644,743 6,937,356 8,353,850 7,544,734 8,146,154 8,146,154
事業費計－特定財源 5,005,789 5,204,005 6,282,429 5,220,764 5,481,000 5,481,000

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【量】交通安全教室・キャンペーン実施回数
単位 回

指標数値のめざす方向 増加
年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

単年度計画値 40 40 40 40 40 40
単年度実績値 52 46 42 43

前年比 - 88.46% 91.3% 102.38% - -

単年度達成率 130% 115% 105% 107.5% - -

6

実施の概要 交通安全教育、キャンペーン等の啓発活動を実施し、交通安全意識の普及と徹底を図る。

対象 通学、通園する小中学生及び、園児、高齢者等市民全般

目的
交通安全教育を通じて、子どもや高齢者を中心とした市民一人ひとりが正しい交通ルールを身につける
ことで、地域における交通安全を確保し、交通事故防止を図る。

関連計画

根拠法令

特
定
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源



（２）コスト指標

指標名１ 交通安全教室・キャンペーン実施１回あたりのフルコスト
単位 円／回

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
単年度計画値 166,118.575 173,433.9 208,846.25 188,618.35 203,653.85 203,653.85

単年度実績値 127,783.5192 150,812.087 198,901.1905 175,458.9302

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

(2) 総合評価

総合評価

(3)方向性評価(担当者)

(4) 方向性評価(施策担当者)

妥当性
B：比較的妥当

である

交通事故減少のためには、自動車の運転者の意識に加え、歩行者
に対しての意識啓発も必要であることから、広く交通安全教室やキャ
ンペーン等を行っていくことは重要である。

あり

有効性
A：有効性が高

い

子どもや高齢者を対象とした交通安全教室を開催し、交通安全意識
の高揚を図っている。市内の交通死亡事故は約３年間で１件のみで
あり、有効性は高い。

あり

効率性
B：比較的効率

的である

警察・安全協会と連携しながら、交通安全運動期間中を中心に交通
安全教室及び啓発活動を実施し、市民の交通安全意識の高揚が図
られた。

あり

改革・改善プラ
ン達成度

C：改革改善効
果が低い

交通安全教室や街頭キャンペーンの他にも、市民へ広く広報、啓発
できる取組みを検討する必要がある。

あり

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

市内小学校、幼稚園、保育所及び高齢者施設へ交通安全教室の実
施について案内し、積極的な参加の呼びかけを行っている。

あり

A

方向性 Ｂ：現状のまま継続

所見
交通安全教室やキャンペーン等の交通安全に関する啓発活動を引き続き実施するとともに、市
民へ広く広報できる新たな取り組みも検討していく。

休止・廃止となったときの
影響

休止した場合、交通安全に対する意識が希薄化し、市民が安心して暮らせる環境でなくなるこ
とが懸念される。

方向性 Ｂ：現状のまま継続

所見 市民の交通安全意識の醸成を図るため、引き続き実施する。



                 事務事業評価シート 年度

１．基本情報
事業番号 020101010002 事務事業名 交通安全協会負担金事業

まちづくり目標 安心して暮らせる、強くしなやかなまち 施策 安全で安心なまちづくり
基本施策 安心して暮らせるまちづくりの推進 取り組み事項 交通ルールの普及・啓発を推進する

部名 企画総務部 課名 危機管理課
事業の開始 終了年度 なし

事務事業類型 ソフト事業

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
正規職員数 0.1 0.1 0.1 0.1 0.05 0.05
会計年度任用職員数 0.05 0.1 0.15 0.15 0.0 0.0
人件費計 749,065 911,454 873,513 986,888 361,069 361,069

事業費計 270,000 270,000 270,000 270,000 270,000 270,000

フルコスト 1,019,065 1,181,454 1,143,513 1,256,888 631,069 631,069

（２）歳入 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
国庫支出金 0 0 0 0 0 0
県支出金 0 0 0 0 0 0
市債 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0

フルコスト－特定財源 1,019,065 1,181,454 1,143,513 1,256,888 631,069 631,069
事業費計－特定財源 270,000 270,000 270,000 270,000 270,000 270,000

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【量】交通安全教室実施回数
単位 回

指標数値のめざす方向 増加
年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

単年度計画値 40 40 40 40 40 40
単年度実績値 41 33 35 34

前年比 - 80.48% 106.06% 97.14% - -

単年度達成率 102.5% 82.5% 87.5% 85% - -

6

実施の概要
懸垂幕・横断幕・立看板の設置、交通安全キャンペーン等の広報活動や、会社・事業所での安全講習、
小学生への自転車教室、新一年生・幼稚園児・保育園児に対する交通安全教室等を市、警察と連携し
実施する。

対象 相生交通安全協会

目的
交通安全の先導団体として補助金を交付することにより、充実した活動を市、警察等と連携し、市民へ
有効的な指導、啓発活動を展開し、市民の交通安全意識の高揚により交通事故件数を減少させる。

関連計画

根拠法令

特
定
財
源



（２）コスト指標

指標名１ 交通安全教室・キャンペーン実施１回あたりのフルコスト
単位 円／回

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
単年度計画値 25,476.625 29,536.35 28,587.825 31,422.2 15,776.725 15,776.725

単年度実績値 24,855.2439 35,801.6364 32,671.8 36,967.2941

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

(2) 総合評価

総合評価

(3)方向性評価(担当者)

(4) 方向性評価(施策担当者)

妥当性
B：比較的妥当

である
豊富な知識と経験を活かして、学校等での交通安全教室を市と連携
して実施しており、効率的に交通安全意識の高揚が図られている。

該当なし

有効性
B：比較的有効

である
市民の交通安全に対する意識は高まっており、市内の事故件数は
減少傾向にあり、結果として表れている。

該当なし

効率性
B：比較的効率

的である
運動期間中など、各支部が一体となり、より多くの人員が短時間で
広範囲にわたって啓発活動が展開できた。

該当なし

改革・改善プラ
ン達成度

C：改革改善効
果が低い

現在の取り組み内容を検証し、見直しを行い、より効果的な取り組み
を検討する余地がある。

該当なし

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

道の駅やスーパーなど、多くの集客が予想される施設で積極的に
キャンペーンを実施し、ＰＲを行っている。

該当なし

B

方向性 Ｂ：現状のまま継続

所見
今後も、警察、交通安全協会と市が連携し、効果的な交通安全教室、自転車教室の実施を継
続するとともに、新たな取り組みについても検討する。

休止・廃止となったときの
影響

円滑で効果的な交通安全教室等の実施ができなくなり、市民の交通安全意識の醸成に影響が
及ぶ。

方向性 Ｂ：現状のまま継続

所見 効果的に交通安全教室や交通キャンペーンを実施するため、継続して行う。



                 事務事業評価シート 年度

１．基本情報
事業番号 020101010003 事務事業名 放置自転車対策事業

まちづくり目標 安心して暮らせる、強くしなやかなまち 施策 安全で安心なまちづくり
基本施策 安心して暮らせるまちづくりの推進 取り組み事項 交通ルールの普及・啓発を推進する

部名 企画総務部 課名 危機管理課
事業の開始 終了年度 なし

事務事業類型 ソフト事業

条例・規則・要綱

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
正規職員数 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
会計年度任用職員数 0.07 0.1 0.15 0.15 0.15 0.15
人件費計 437,902 528,960 549,117 636,694 683,497 683,497

事業費計 0 700 0 0 4,000 4,000

フルコスト 437,902 529,660 549,117 636,694 687,497 687,497

（２）歳入 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
国庫支出金 0 0 0 0 0 0
県支出金 0 0 0 0 0 0
市債 0 0 0 0 0 0
その他 0 6,000 6,000 6,000 4,000 4,000

フルコスト－特定財源 437,902 523,660 543,117 630,694 683,497 683,497
事業費計－特定財源 0 -5,300 -6,000 -6,000 0 0

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】防犯パトロール実施回数
単位 日

指標数値のめざす方向 維持
年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

単年度計画値 150 150 150 150 150 150
単年度実績値 132 188 210 191

前年比 - 142.42% 111.7% 90.95% - -

単年度達成率 88% 125.33% 140% 127.33% - -

6

実施の概要 道路環境、生活環境を確保するため放置自転車等のないまちづくりを進める。

対象 放置自転車

目的 放置自転車をなくし、駅前広場等公共の場所の良好な環境を確保する。

関連計画

根拠法令
相生市自転車等の駐車秩序に関する条例

特
定
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源



（２）コスト指標

指標名１ 防犯パトロール１回あたりのフルコスト
単位 円／回

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
単年度計画値 2,919.3467 3,531.0667 3,660.78 4,244.6267 4,583.3133 4,583.3133

単年度実績値 3,317.4394 2,817.3404 2,614.8429 3,333.4764

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

(2) 総合評価

総合評価

(3)方向性評価(担当者)

(4) 方向性評価(施策担当者)

妥当性
B：比較的妥当

である
公共性の高い駅前を中心とした市民の生活環境を守るため、放置自
転車の規制はニーズに適合している。

なし

有効性
B：比較的有効

である

放置自転車を迅速に警告、撤去することにより、公共スペースの良
好な環境を保つことに努めた。事業の成果により、放置自転車の撤
去台数は年々減少している。

なし

効率性
B：比較的効率

的である
日々の防犯パトロール時に併せて業務を行う等、効率化に努めた。 なし

改革・改善プラ
ン達成度

D：改革改善効
果がない

現行の事業の継続により一定の効果がみられている。 なし

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る
放置自転車は撤去されるという意識付けがされている。 なし

B

方向性 Ｂ：現状のまま継続

所見
駅前を中心とした自転車駐輪場の整備が進み、放置自転車も年々減少しているが、日々のパ
トロールが重要である。

休止・廃止となったときの
影響

放置自転車が市民の公共スペースにおける景観や通行を妨げ、良好な生活環境を脅かす可
能性がある。

方向性 Ｂ：現状のまま継続

所見 放置自転車が減少傾向にある現在の状況を注視しつつ、継続して実施する。



                 事務事業評価シート 年度

１．基本情報
事業番号 020102010001 事務事業名 安全安心のまち推進事業

まちづくり目標 安心して暮らせる、強くしなやかなまち 施策 安全で安心なまちづくり
基本施策 安心して暮らせるまちづくりの推進 取り組み事項 防犯対策の充実を図る

部名 企画総務部 課名 危機管理課
事業の開始 終了年度 なし

事務事業類型 ソフト事業

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
正規職員数 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
会計年度任用職員数 0.05 0.2 0.3 0.3 0.3 0.3
人件費計 749,065 1,057,922 1,098,235 1,273,388 1,366,994 1,366,994

事業費計 1,000,000 1,363,640 2,031,580 2,351,476 1,018,000 1,018,000

フルコスト 1,749,065 2,421,562 3,129,815 3,624,864 2,384,994 2,384,994

（２）歳入 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
国庫支出金 0 0 0 0 0 0
県支出金 0 220,000 0 1,525,000 0 0
市債 0 0 0 0 0 0
その他 0 479,000 0 0 0 0

フルコスト－特定財源 1,749,065 1,722,562 3,129,815 2,099,864 2,384,994 2,384,994
事業費計－特定財源 1,000,000 664,640 2,031,580 826,476 1,018,000 1,018,000

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【量】自動録音電話機等購入補助件数
単位 件

指標数値のめざす方向 増加
年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

単年度計画値 35
単年度実績値 139

前年比 - - - - - -

単年度達成率 - - - 397.14% - -

6

実施の概要
防犯協会や警察等の関係団体と連携し、パトロールや啓発活動を通じて防犯意識の高揚を図る。また、
ハード事業として、防犯カメラ等の防犯設備設置に対して補助を行う。

対象 市民、相生市防犯協会

目的
市民一人ひとりが防犯への意識をもち、犯罪のない安全で安心した生活を送ることができるまちを目指
す。

関連計画

根拠法令

特
定
財
源



（２）コスト指標

指標名１ 自動録音電話機等補助件数１件あたりのフルコスト
単位 円／件

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
単年度計画値 103,567.5429

単年度実績値 26,078.1583

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

(2) 総合評価

総合評価

(3)方向性評価(担当者)

(4) 方向性評価(施策担当者)

妥当性
B：比較的妥当

である
警察等の関係団体と協力し、犯罪のない安全なまちを目指すため、
防犯事業を実施する必要がある。

あり

有効性
B：比較的有効

である
防犯に関する広報、啓発を進めることで犯罪への抑止力となり、地
域の防犯意識の高揚を図ることができた。

あり

効率性
B：比較的効率

的である
防犯カメラ設置予定のない年はカメラ設置用の費用を保留し、適切
にコスト管理している。

あり

改革・改善プラ
ン達成度

B：比較的改革
改善効果がある

令和４年度より簡易型自動録音機の配布を開始しており、市民の特
殊詐欺等への意識の高揚を図ることができた。

あり

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

防犯ニュースの配信や、広報あいおいへの記事掲載などの啓発に
努めている。

あり

A

方向性 Ｃ：改善・見直しの上で継続

所見
防犯カメラについて、幹線道路や公共スペースへの設置を防犯協会が行い、安全安心なまち
づくりを行うことができている。また、高齢者を対象とした簡易型自動録音機の配布及び自動録
音機購入補助を行い、特殊詐欺防止を図った。

休止・廃止となったときの
影響

防犯対策が疎かになり、犯罪の危険性が高まることで、安全で安心なまちづくりを目指す上で
悪影響が及ぶ。

方向性 Ｃ：改善・見直しの上で継続

所見
自動録音電話機の普及促進に一定の成果を収め、自動録音電話機等の購入補助事業は廃止
したが、それ以外については地域の防犯対策の向上のため、継続して実施する。



構成事務事業の事後総合評価
事務事業担当者の評価 上位責任者の評価

担当者所見 方向性及び所見

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

事務事業名 総合評価

交通安全教室やキャンペーン等の交通安全に関する啓発活
動を引き続き実施するとともに、市民へ広く広報できる新たな
取り組みも検討していく。

市民の交通安全意識の醸成を図るため、引き続き実施す
る。

今後も、警察、交通安全協会と市が連携し、効果的な交通安
全教室、自転車教室の実施を継続するとともに、新たな取り
組みについても検討する。

効果的に交通安全教室や交通キャンペーンを実施するた
め、継続して行う。

駅前を中心とした自転車駐輪場の整備が進み、放置自転車
も年々減少しているが、日々のパトロールが重要である。

放置自転車が減少傾向にある現在の状況を注視しつつ、継
続して実施する。

交通安全推進
啓発事業 A

交通安全協会
負担金事業 B

放置自転車対
策事業 B



評価対象外の構成事務事業一覧
事務事業名

施策の事後総合評価
(1)施策成果指標
施策成果指標 単年度目標達成率 前年度との比較 最終目標値に対する達成率
交通事故発生件数

単年度目標平均達成率（ａ） 達成度　（（ａ）による自動判定）達成状況
0% 低 Ｂ：おおむね順調
達成状況の原因分析、説明等

(2)施策の事後総合評価

はい

ない

施策の総合評価 Ｂ：おおむね順調に進捗している

【総合評価】施策成果指標
子どもや高齢者を対象とした交通安全教室やキャンペーンの実施により、交通安全に対する意識を高
めることが、交通事故の抑制につながっている。

当初方針の通りに進んだか

一人ひとりが交通安全マナーを身につけるよう、丁寧な啓発活動を実施できた。

構成事務事業に課題はな
いか

事業実施による効果が表れており、継続して実施する。

今年度の成果等

交通安全協会や警察署などの関係機関と連携し、交通安全教育を実施することで、市民の
交通安全意識の高揚を図った。また、放置自転車対策として、防犯パトロール巡回中に取締
りを行い、警察とも連携を取りながら効率化を図った。

第三者評価委員会意見

施策の方針に対する実
績、指標の達成状況の分
析、今後の課題・方向性

全国交通安全運動期間を中心に、子ども又は高齢者を対象とした交通安全教室や、街頭
キャンペーンを行い、交通安全意識の普及に努めた。



２．事業費
（１）歳出

（２）歳入

３．成果指標

           施策評価シート 年度

１．基本情報
ま ち づ く り 目 標 安心して暮らせる、強くしなやかなまち

施 策 安全で安心なまちづくり
基 本 施 策 安心して暮らせるまちづくりの推進

取り組み事項　 防犯対策の充実を図る

め ざ す 暮 ら し の 姿

基 本 方 針

施 策 の 方 針

単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
正規職員数 0.25 0.3 0.25 0.35 0.35 0.1
会計年度任用職員数 0.1 0.4 0.2 0.5 0.45 0.3
人件費計 1,837,460 2,880,832 1,921,606 3,406,358 3,494,768 1,366,994

事業費計 986,600 2,228,240 1,220,400 3,437,876 1,918,000 1,018,000

フルコスト 2,824,060 5,109,072 3,142,006 6,844,234 5,412,768 2,384,994

単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
国庫支出金 0
県支出金 220,000 228,000 1,605,000 80,000 0
市債 0
その他 800,000 1,279,000 1,000,000 1,000,000 500,000 0

一般財源１ 2,024,060 3,610,072 1,914,006 4,239,234 4,832,768 2,384,994

一般財源２ 186,600 729,240 -7,600 832,876 1,338,000 1,018,000

（１）成果指標

指標名 防犯パトロールの実施回数
単位 日

指標数値のめざす方向 増加
年度 R3 R4 R5 R6 R7 R8

単年度目標値 150 150 150 150 150 150
単年度実績値 132 188 210 191
単年度達成率 88% 125.33% 140% 127.33% - -

（２）施策成果指標の結果に対する所見

成果指標 防犯パトロールの実施回数
前年度との比較 ↓：低下
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主 管 部 局 企画総務部　危機管理課 関 連 部 局

安心して暮らせるまちづくりの推進

市民の防犯意識の更なる高揚と、効果的な情報提供を図るとともに、地域における市民相互のつながりを深め、犯罪の
ない安全で安心な生活を送ることができるまちを目指します。

犯罪を未然に防ぐため、警察、防犯協会など関係機関との連携を強化しながら、防犯パトロールなど地域ぐるみの積極
的な活動を推進します。
地域の防犯環境の整備のために防犯灯の設置などへの支援を行い、犯罪の防止を図ります。

特
定
財
源

所見

小中学校の下校時間を中心にパトロールを実施するとともに、警察と連携をとり、不審者情報を共有す
ることで、よち効果的にパトロールを実施することができた。



構成事務事業の事後総合評価
事務事業担当者の評価 上位責任者の評価

担当者所見 方向性及び所見

Ｃ：改善・見直しの上で継続 Ｃ：改善・見直しの上で継続

事務事業名 総合評価

防犯カメラについて、幹線道路や公共スペースへの設置を防
犯協会が行い、安全安心なまちづくりを行うことができてい
る。また、高齢者を対象とした簡易型自動録音機の配布及び
自動録音機購入補助を行い、特殊詐欺防止を図った。

自動録音電話機の普及促進に一定の成果を収め、自動録
音電話機等の購入補助事業は廃止したが、それ以外につい
ては地域の防犯対策の向上のため、継続して実施する。

安全安心のま
ち推進事業 A



評価対象外の構成事務事業一覧
事務事業名

地域防犯設備設置補助金交付事業

施策の事後総合評価
(1)施策成果指標
施策成果指標 単年度目標達成率 前年度との比較 最終目標値に対する達成率
防犯パトロールの実施回数 127.33% ↓：低下

単年度目標平均達成率（ａ） 達成度　（（ａ）による自動判定）達成状況
127.33% 高 Ｂ：おおむね順調
達成状況の原因分析、説明等

(2)施策の事後総合評価

はい

ない

施策の総合評価 Ｂ：おおむね順調に進捗している

【総合評価】施策成果指標
子どもの登下校の時間帯を中心に積極的なパトロール活動を実施した。

当初方針の通りに進んだか

警察、防犯協会と綿密な情報提供を行い、連携した防犯活動を実施できた。

構成事務事業に課題はな
いか

今年度の成果等

相生・上郡防犯協会において防犯キャンペーンや防犯ニュースの配信などの啓発活動を行
い、市民の防犯意識が高まった。また、自治会を対象とした地域防犯設備設置補助を行い、
地域における防犯カメラや防犯灯の設置促進を図った。

第三者評価委員会意見

施策の方針に対する実
績、指標の達成状況の分
析、今後の課題・方向性

自治会による防犯設備設置支援として、防犯カメラ２台、防犯灯５８台の設置補助を行った。
地域における犯罪防止のため、引き続き、防犯環境整備の啓発と支援を行う必要がある。


